
（単位：千円）

金額 金額

流動資産 14,944,873 流動負債 9,110,812

現金及び預金 825,634 支払手形 2,947,603

受取手形 1,401,448 買掛金 1,863,458

売掛金 4,389,180 短期借入金 1,310,000

商品 2,230,247 1年内返済予定の長期借入金 2,005,360

未成工事支出金 123,577 リース債務 21,774

貯蔵品 11,784 未払金 559,100

前払費用 75,142 未払費用 82,627

繰延税金資産 60,343 未払法人税等 21,041

関係会社未収入金 41,921 未払消費税等 53,562

関係会社短期貸付金 5,644,300 前受金 76,178

未収還付金等 20,522 預り金 62,411

その他 211,766 賞与引当金 26,700

貸倒引当金 △ 90,996 その他 1,006

固定資産 3,617,848 工事損失引当金 79,986

有形固定資産 313,085 固定負債 4,312,852

建物 83,598 長期借入金 3,624,570

機械及び装置 80,900 リース債務 9,211

工具、器具及び備品 76,145 長期未払金 845

土地 59,400 退職給付引当金 678,225

建設仮勘定 66

リース資産 12,974

無形固定資産 108,763

ソフトウエア 78,476

電話加入権 6,769

リース資産 21,889

その他 1,627 13,423,665

投資その他の資産 3,195,998

関係会社株式 2,574,483 株主資本 5,139,754

関係会社出資金 308,696 資本金 310,000

従業員に対する長期貸付金 1,371 資本剰余金 1,253,575

関係会社長期貸付金 2,440 資本準備金 77,500

破産更生債権等 156,297 その他資本剰余金 1,176,075

繰延税金資産 209,315 利益剰余金 3,576,179

長期前払費用 7,091 その他利益剰余金 3,576,179

会員権 12,660 繰越利益剰余金 3,576,179

差入保証金 81,015 評価・換算差額等 △ 698

その他 1,562 繰延ヘッジ損益繰延ヘッジ損益 △ 698

貸倒引当金 △ 158,934 5,139,056

18,562,721 18,562,721

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

負債合計

(純資産の部)

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成30年12月31日現在）

科目 科目

（資産の部） （負債の部）



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　資産の評価基準および評価方法

（1）有価証券

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

（2）デリバティブ 時価法によっております。

（3）たな卸資産

商品

未成工事支出金

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法によっております。

２　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産除く） 定率法によっております。

建物 2～35年

機械及び装置 2～17年

工具、器具及び備品 2～15年

無形固定資産（リース資産除く） 定額法によっております。

リース資産

３　外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

４　引当金の計上基準

貸倒引当金

賞与引当金

役員賞与引当金

退職給付引当金

工事損失引当金

５　重要な収益および費用の計上基準

６　ヘッジ会計の方法

７　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

貸借対照表に関する注記

１　有形固定資産の減価償却累計額

２　保証債務等

手形債権流動化に伴う買戻し義務額

３　関係会社に対する金銭債権・金銭債務

短期金銭債権

短期金銭債務

損益計算書に関する注記

関係会社との取引

営業取引

売上高

仕入高

販売費及び一般管理費

営業取引以外の取引

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な要因別の内訳

繰延税金資産

流動資産

商品評価損等

事業税

事業所税

工事損失

デリバティブ債務

災害損失

その他

計

固定資産

退職給付引当金

減損損失

関係会社株式評価損

貸倒引当金

資産除去債務

会員券評価損

その他

計

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

差引：繰延税金資産純額

関連当事者との取引に関する注記

親会社

子会社等

兄弟会社

（注１）貸付利息については、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。

（注２）製品の購入については、市場の実勢価格を参考に、都度交渉して取引条件を決定しております。

（注３）価格その他の取引条件は、同社より提示された料率を基礎として、交渉のうえ決定しております。

（注４）取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

１株当たり情報に関する注記

1 １株当たり純資産額

2 １株当たり当期純利益

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

関連
会社

資金の援助
製品の購入
役員の兼務

（所有）
 直接40.75％

オーパーツ株式会社
製品の購入
（注２）

155,479

-

属性

長期貸付金

会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

取引の内容

貸付返済

貸付 - 短期貸付金

貸付
（注１）

120,000

売掛金

108,207

科目

- 短期貸付金

200,000

5,100,000

25,932

40,000

買掛金

2,440
4,300

短期貸付金 4,300

期末残高
（千円）

短期貸付金

取引金額
（千円）

買掛金

商品の販売
（注３）

製品の購入
（注２）

785,728

682,215

74 千円

541,920 千円

269,659 千円

取引金額
（千円）

233,759

5,303 千円

1,324 千円

602,264 千円

△ 332,604 千円

207,672 千円

4,464 千円

245,367 千円

6,168 千円

1,643 千円

8,445 千円

821,548 千円

1,732,738 千円

1,772,315 千円

380,025 千円

145,187 千円

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見
込額に基づき計上しております。
なお、会計基準変更時差異は、15年で均等償却しております。過去勤務債
務については、発生時に費用処理しております。数理計算上の差異につい
ては、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理すること
としております。

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たす為替予約については、振当処理を行っております。

19,679 千円

60,343 千円

249,052 千円

812,800 千円

317,025 千円

791 千円

24,491 千円

個別注記表

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準
を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末に
おける進捗度の見積りは原価比例法によっております。

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

ただし、平成10年4月1日以後取得した建物（建物附属設備を除く）、平成
28年4月1日以後取得した建物附属設備及び構築物については、定額法に
よっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期
間（5年）に基づいております。

従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に見合う支給見込額に基づき
計上しております。

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
り下げの方法により算定）によっております。

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下
げの方法により算定）によっております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方
法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

ＫＯＣ株式会社

科目

269,659 千円

（所有）
 直接100.0％

製品の購入
役員の兼務

短期貸付金

クリヤマホールディ
ングス株式会社

親会社

なし

（所有）
 直接75.0％

関連当事者
との関係

貸付

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会

社

エアモンテ株式会社
（所有）
 直接100.0％

資金の援助
役員の兼務

商品の販売
役員の兼務

300,000

Kuriyama of
America, Inc.

株式会社サンエー

子会社

82,929円64銭

貸付

663,104円02銭

株式会社クリヤマ技
術研究所

308 千円

（被所有）
 直接100.0％

（所有）
 直接100.0％

資金の援助
役員の兼務

役員賞与の支給に備えるため、当事業年度に見合う支給見込額に基づき計
上しております。

期末残高
（千円）

資金の援助
役員の兼務

76,529 千円

資金の援助
役員の兼務

受注案件にかかる将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注案
件のうち、損失が発生する可能性が高いと見込まれ、かつ、その金額を合
理的に見積もることが可能なものについては、将来の損失に備えるため、
その損失見込額を計上することとしております。



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　資産の評価基準および評価方法

（1）有価証券

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

（2）デリバティブ 時価法によっております。

（3）たな卸資産

商品

未成工事支出金

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法によっております。

２　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産除く） 定率法によっております。

建物 2～35年

機械及び装置 2～17年

工具、器具及び備品 2～15年

無形固定資産（リース資産除く） 定額法によっております。

リース資産

３　外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

４　引当金の計上基準

貸倒引当金

賞与引当金

役員賞与引当金

退職給付引当金

工事損失引当金

５　重要な収益および費用の計上基準

６　ヘッジ会計の方法

７　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

貸借対照表に関する注記

１　有形固定資産の減価償却累計額

２　保証債務等

手形債権流動化に伴う買戻し義務額

３　関係会社に対する金銭債権・金銭債務

短期金銭債権

短期金銭債務

損益計算書に関する注記

関係会社との取引

営業取引

売上高

仕入高

販売費及び一般管理費

営業取引以外の取引

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な要因別の内訳

繰延税金資産

流動資産

商品評価損等

事業税

事業所税

工事損失

デリバティブ債務

災害損失

その他

計

固定資産

退職給付引当金

減損損失

関係会社株式評価損

貸倒引当金

資産除去債務

会員券評価損

その他

計

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

差引：繰延税金資産純額

関連当事者との取引に関する注記

親会社

子会社等

兄弟会社

（注１）貸付利息については、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。

（注２）製品の購入については、市場の実勢価格を参考に、都度交渉して取引条件を決定しております。

（注３）価格その他の取引条件は、同社より提示された料率を基礎として、交渉のうえ決定しております。

（注４）取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

１株当たり情報に関する注記

1 １株当たり純資産額

2 １株当たり当期純利益

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

関連
会社

資金の援助
製品の購入
役員の兼務

（所有）
 直接40.75％

オーパーツ株式会社
製品の購入
（注２）

155,479

-

属性

長期貸付金

会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

取引の内容

貸付返済

貸付 - 短期貸付金

貸付
（注１）

120,000

売掛金

108,207

科目

- 短期貸付金

200,000

5,100,000

25,932

40,000

買掛金

2,440
4,300

短期貸付金 4,300

期末残高
（千円）

短期貸付金

取引金額
（千円）

買掛金

商品の販売
（注３）

製品の購入
（注２）

785,728

682,215

74 千円

541,920 千円

269,659 千円

取引金額
（千円）

233,759

5,303 千円

1,324 千円

602,264 千円

△ 332,604 千円

207,672 千円

4,464 千円

245,367 千円

6,168 千円

1,643 千円

8,445 千円

821,548 千円

1,732,738 千円

1,772,315 千円

380,025 千円

145,187 千円

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見
込額に基づき計上しております。
なお、会計基準変更時差異は、15年で均等償却しております。過去勤務債
務については、発生時に費用処理しております。数理計算上の差異につい
ては、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理すること
としております。

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たす為替予約については、振当処理を行っております。

19,679 千円

60,343 千円

249,052 千円

812,800 千円

317,025 千円

791 千円

24,491 千円

個別注記表

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準
を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末に
おける進捗度の見積りは原価比例法によっております。

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

ただし、平成10年4月1日以後取得した建物（建物附属設備を除く）、平成
28年4月1日以後取得した建物附属設備及び構築物については、定額法に
よっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期
間（5年）に基づいております。

従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に見合う支給見込額に基づき
計上しております。

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
り下げの方法により算定）によっております。

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下
げの方法により算定）によっております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方
法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

ＫＯＣ株式会社

科目

269,659 千円

（所有）
 直接100.0％

製品の購入
役員の兼務

短期貸付金

クリヤマホールディ
ングス株式会社

親会社

なし

（所有）
 直接75.0％

関連当事者
との関係

貸付

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会

社

エアモンテ株式会社
（所有）
 直接100.0％

資金の援助
役員の兼務

商品の販売
役員の兼務

300,000

Kuriyama of
America, Inc.

株式会社サンエー

子会社

82,929円64銭

貸付

663,104円02銭

株式会社クリヤマ技
術研究所

308 千円

（被所有）
 直接100.0％

（所有）
 直接100.0％

資金の援助
役員の兼務

役員賞与の支給に備えるため、当事業年度に見合う支給見込額に基づき計
上しております。

期末残高
（千円）

資金の援助
役員の兼務

76,529 千円

資金の援助
役員の兼務

受注案件にかかる将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注案
件のうち、損失が発生する可能性が高いと見込まれ、かつ、その金額を合
理的に見積もることが可能なものについては、将来の損失に備えるため、
その損失見込額を計上することとしております。



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　資産の評価基準および評価方法

（1）有価証券

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

（2）デリバティブ 時価法によっております。

（3）たな卸資産

商品

未成工事支出金

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法によっております。

２　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産除く） 定率法によっております。

建物 2～35年

機械及び装置 2～17年

工具、器具及び備品 2～15年

無形固定資産（リース資産除く） 定額法によっております。

リース資産

３　外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

４　引当金の計上基準

貸倒引当金

賞与引当金

役員賞与引当金

退職給付引当金

工事損失引当金

５　重要な収益および費用の計上基準

６　ヘッジ会計の方法

７　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

貸借対照表に関する注記

１　有形固定資産の減価償却累計額

２　保証債務等

手形債権流動化に伴う買戻し義務額

３　関係会社に対する金銭債権・金銭債務

短期金銭債権

短期金銭債務

損益計算書に関する注記

関係会社との取引

営業取引

売上高

仕入高

販売費及び一般管理費

営業取引以外の取引

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な要因別の内訳

繰延税金資産

流動資産

商品評価損等

事業税

事業所税

工事損失

デリバティブ債務

災害損失

その他

計

固定資産

退職給付引当金

減損損失

関係会社株式評価損

貸倒引当金

資産除去債務

会員券評価損

その他

計

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

差引：繰延税金資産純額

関連当事者との取引に関する注記

親会社

子会社等

兄弟会社

（注１）貸付利息については、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。

（注２）製品の購入については、市場の実勢価格を参考に、都度交渉して取引条件を決定しております。

（注３）価格その他の取引条件は、同社より提示された料率を基礎として、交渉のうえ決定しております。

（注４）取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

１株当たり情報に関する注記

1 １株当たり純資産額

2 １株当たり当期純利益

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

関連
会社

資金の援助
製品の購入
役員の兼務

（所有）
 直接40.75％

オーパーツ株式会社
製品の購入
（注２）

155,479

-

属性

長期貸付金

会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

取引の内容

貸付返済

貸付 - 短期貸付金

貸付
（注１）

120,000

売掛金

108,207

科目

- 短期貸付金

200,000

5,100,000

25,932

40,000

買掛金

2,440
4,300

短期貸付金 4,300

期末残高
（千円）

短期貸付金

取引金額
（千円）

買掛金

商品の販売
（注３）

製品の購入
（注２）

785,728

682,215

74 千円

541,920 千円

269,659 千円

取引金額
（千円）

233,759

5,303 千円

1,324 千円

602,264 千円

△ 332,604 千円

207,672 千円

4,464 千円

245,367 千円

6,168 千円

1,643 千円

8,445 千円

821,548 千円

1,732,738 千円

1,772,315 千円

380,025 千円

145,187 千円

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見
込額に基づき計上しております。
なお、会計基準変更時差異は、15年で均等償却しております。過去勤務債
務については、発生時に費用処理しております。数理計算上の差異につい
ては、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理すること
としております。

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たす為替予約については、振当処理を行っております。

19,679 千円

60,343 千円

249,052 千円

812,800 千円

317,025 千円

791 千円

24,491 千円

個別注記表

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準
を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末に
おける進捗度の見積りは原価比例法によっております。

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

ただし、平成10年4月1日以後取得した建物（建物附属設備を除く）、平成
28年4月1日以後取得した建物附属設備及び構築物については、定額法に
よっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期
間（5年）に基づいております。

従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に見合う支給見込額に基づき
計上しております。

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
り下げの方法により算定）によっております。

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下
げの方法により算定）によっております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方
法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

ＫＯＣ株式会社

科目

269,659 千円

（所有）
 直接100.0％

製品の購入
役員の兼務

短期貸付金

クリヤマホールディ
ングス株式会社

親会社

なし

（所有）
 直接75.0％

関連当事者
との関係

貸付

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会

社

エアモンテ株式会社
（所有）
 直接100.0％

資金の援助
役員の兼務

商品の販売
役員の兼務

300,000

Kuriyama of
America, Inc.

株式会社サンエー

子会社

82,929円64銭

貸付

663,104円02銭

株式会社クリヤマ技
術研究所

308 千円

（被所有）
 直接100.0％

（所有）
 直接100.0％

資金の援助
役員の兼務

役員賞与の支給に備えるため、当事業年度に見合う支給見込額に基づき計
上しております。

期末残高
（千円）

資金の援助
役員の兼務

76,529 千円

資金の援助
役員の兼務

受注案件にかかる将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注案
件のうち、損失が発生する可能性が高いと見込まれ、かつ、その金額を合
理的に見積もることが可能なものについては、将来の損失に備えるため、
その損失見込額を計上することとしております。


